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　イギリス会社法第149条「真実かつ公正な概観」（true　and　fair　view）を導入したEC第4号理事
会指令「特定の会社形態の年度決算書類」が1978年7月25日に公表された。この第2条において「真
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実かつ公正な概観」が当該指令の諸規定全般に係わる基本原則として規定された。この指令に基づい
て、フランスでは、その受入れのために国家会計審議会（Conseil　National　de　la　Comptabilit6）
がPlan　comptableを作成し、1982年4月21日付の経済・大蔵大臣および予算担当大臣の省令によ
って公布された。Plan　Comptable　G6n6ral　1982（以下、　PCG　1982と書く）は、フランス人的思
考に基づいて「真実かつ公正な概観」を解釈し、伝統的な正規性と誠実性の原則を適用することによ
って「忠実な写像」を表わす報告書の作成を規定した。
　ところで、大陸型会計と英米型会計の主要な相違として、①法規制上の相違と②会計思考上の相違
の2点を指摘することができる。
　①大陸型会計は、Rome法の流れを汲む成文法主義ないし大陸systemの土台の上に形成され、
会計処理と表示の両面にわたって詳細な規定を設けるといういわぽ規制的approachに基づいている
が、一方、英米型会計は、commom　law　systemの基盤のうえに形成され、会計の一般的事項につ
いて限られた数の規定を設けているだけで、明文規定の空白は主に判例法によって補充するという形
をとっている。
　②大陸型会計は、伝統的に債権者保護を目的として、資本維持を前提とした配当可能利益の計算
（財産法思考）を重視してきたのに対して、英米型会計は、一般株主ないし投資家保護を目的とし
て、費用・収益の対応による企業の収益力の計算開示（損益法的思考）を主要な課題としている1）。
　EC第4号指令の目的である両会計の調和化のためにフランス会計に移植された＜image　fidさle＞2）
の表現は、英語では＜true　and　fair　view＞の表現に相当し、この原則は、イギリスでは1948年会社
法第149条に規定されて以来、財務諸表の最高規範として運用されてきた。しかし、この表現はすべ
てのanglo－saxon会計に取り入れられているが、現在使用している国々ですら学説による厳密な定
i義が存在していない。
　ここで、「真実かつ公正な概観」を文字通り訳するなら、現実の真実かつ正直な写像（image
v6ridique　et　honnete　de　la　r6alit6）となる。そこで、「忠実な写像概念」は、現実を反映する必要
性を強調しながら、誠実性の概念と一致していると理解される。
　このように、企業についてできるだけ真実な写像（image　aussi　vraie　que　possible）を与えるよ
うな会計は、会計原則の誠実な適用によってどうにか実現すると考えられるが、どのようなものが真
実であるのかを検討すべきである。anglo－saxonにとっては、経済的本質に関る真実を問題にしてい
るように見うけられるので、財務諸表に与えられる企業の写籐は、その企業の経済的現実（r6alit6
6conomique）に忠実でなけれぽならないはずである。
　しかし、この仮定によると、フランスにおける「忠実な写像概念」の適用は、正規性の原則の適用
との関連で問題が生じ、この原則を通して、その他の会計基本原則の適用とも問題が生じる可能性が
でてくる。例えぽ慎重性の原則との組合せによる適用は、財務諸表の作成道具（会計処理の原則また
は手続）として、企業の忠実な写燥を与えることができるかが問題となる3）。したがって、フランス
会計に課せられる大きな問題は、どのような状況下で会計担当者が「忠実な写像原則」により、その
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他の基本原則を放棄（d6rogation）4）することができるかであり、その点を検討し、解明すべきであ
る。
　本稿では、まず、「忠実な写像」を表わす報告書を作成するために、成文法主義のもとで形成され
た伝統的なフランス会計原則である正規性と誠実性の役割を考察し、次に、慎重性の原則が「忠実の
写像概念」を侵害する可能性を検討し、最後に、写真構造を利用して報告書が「忠実な写像概念」を
満たしているかどうかの検証過程に触れる。
注1）森川八洲男、「ECにおける会社会計調和化の目指すもの」、明大商学論叢第67巻第2～7号、1980年2
　　月、P．313．
　2）　Dictionnaire　du　Frangais　contemporain（Larouse，　Paris，1971，　p．613）によると、　imageとはくCe
　　qui　imite　ou　reproduit　quelque　chose　d’une　maniさre　exacte　ou　analogique》　という意味であり、
　　image　fid61eの同意語としてtableauを挙げている。一般に、　image　fidさleは「忠実な概観」と訳され
　　ているが、本稿では「忠実な写像」と訳すことにする。
　3）　COLASSE　Bernard，“Une　Pr6sentation　de　la　Comptabilit6　G6n6rale　des　Entreprises”，　Economioca，
　　Paris，1984，　pp．159～160．
　4）　一般に＜d6rogation＞は離脱、逸脱と訳されているが、　C．　PEROCHON（“Pr6sentation　du　Plan
　　Comptable　Frangais，　Foucher，　Paris，1983，　p。459）がくd6rogation》をくabandon　des　rさgles　de　base》
　　の同意語として使用しているので、本稿では「放棄」と訳す。
II正規性と誠実性の原則
　1．　「忠実な写像」と正規性・誠実性との関連
　PCG　1982は、一一SU原則（principes　g6n6raux）の冒頭のところで、「会計は、企業の状況、活動の
『忠実な写縁』（image　fidさle）を表わす報告書を提示するために、慎重性の原則（rさgle　de　prudence）
を遵守したうえで、正規性と試実性の要請（obligations　de　r6gularit6　et　de　sinc6rit6）を満たさ
なければならない。」と規定している1）。この規定は、EC第4号指令第2条第3項に定める「真実か
つ公正な概観を与うべし」というイギリス型包括原則に由来し、フランス商事会社法第228条2）に定
める「正規性と誠実性を保証すべし」という会計監査に関する規定を反映したものである。したがっ
て、法令の準拠だけでなく、「真実かつ公正な概観」を与えるには追加的情報の開示や法令の放棄を
要求し、広範囲な意味内容を有するイギリス型包括原則に、フランス会計の立場から一定の限定を設
け、その解釈を明確にしたのが、この包括的・要請原則である。つまり、そこには、「真実かつ公正
な概観」の表示の要請を摂取しながら、それ以上にフランス会計で伝統的に尊重されてきた正規性と
誠実性の要請を重視する立場がとられ、現行規制および手続き、すなわちPCG　198の規定への準拠
とその誠実な適用が求められている。もっとも、PCG　1982の規定の適用だけでは「忠実な写像」の
表示をおこなうのに十分でない場合も予想され、そのときにはやほり当該規定の放棄が図らなけれぽ
ならないが、この旅棄については附属明細書においてその旨を述べ、詳細な説明をおこなわなけれぽ
ならないとされている3）。
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　2　正規性の原則
　（1）正規性の意義
　1983年4月30日付会計法で、「年度計算書は、正規、誠実であり、企業の財政状態に係わる財産と
成果に対して忠実な写像を与えなけれぽならない。」と規定している。そして、PCG　1982は、会計
が慎重性の原則を遵守して正規性と誠実性の原則の要請を満たす場合のみ、「忠実な写像」が達成さ
れうると明示している。さらに、正規性を現行規則および手続きに準拠することであると定i義づけて
いる4）。
　会計が正規であるためには、単に法律によってあらかじめ定めている義務を満たすだけでなく、企
業にまつわる固有な諸条件を満たさなければならない。そして、このような正規性の特質は、十分な
恒常性を示さなければならない。ここでいう十分な恒常性とは、一時的に会計が一定の諸条件を満た
すだけでなく、これらの諸条件が長期間にわたって適用されなければならないことであり、この点に
っいては、特に会計諸表の保存期間と保存方法が問題となる。
　（2）正規性と会計監査
　1983年4月30日付会計法によって修正された1966年7月24B付会計法第288条で、会計監査人の職
務を明示している。したがって、会計監査人は、各会計年度末に年度計算書類が正規、誠実であり、
「忠実な写像」を与えなければならないことを証明する職務を負うことになる。すなわち、会計監査
人の恒常的職務とは、会社の会計諸表を検証し、会計に関する現行規則への準拠性を監査することで
ある。このような会計規則の源泉は国際条文、法律、法的解釈、権威ある専門機関等から派生し、源
泉元は会計学説の内容、正規性の範囲（①表示と評価の規則、②棚卸資産取引に関する規則、③記録
保管の規則）を定めている。
　（3）客観的条件と技術的特質
　（a）客観的条件
　会計の正規性に係わる客観的諸条件の意義を考察すると、これらの諸条件は企業の取締役会、特に
内部監査制度および証拠書類と会計諸表の規定に関する取扱いに関与している。
　「公認会計士・経理士協会」（Ordre　des　Experts　Comptables　et　des　Comptables　Agr66s）は、
内部監査を次のように定義する。「内部監査とは、企業統制に貢献する総合的安全性である。すなわ
ち、保護、財産の保全および情報の品質を保証し、さらに指針手段の適用をも保証して、かつ成績の
向上性に貢献することを目的とする。このように、取締役会によってこれらの永続性を維持するため
に企業の各活動に関る方法ないしは手続を表示するのである。」もちろん、公認会計士が会計諸表を
作成するのに必要な証拠書類と会計諸表を監査する際に、何の障害もないので、この要請は当然であ
るが、しかし強制的であり、しかも被監査会社から依頼された公認会計士の義務に帰属しなけれぽな
らないはずである。
　（b）技術的特質
　原則として、すべての商人は、所有すべき会計手続と会計組織（organisation　comptable）の記述
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書類を会計処理制度（systさme　de　traitement）の理解、監査の実現に役立つために、所持しなけれ
ぽならないと会計法（loi　comptable）ならびに施行令（d6cret）は手続に関する義務を明示してい
る。
　1983年11月29日付施行令第2条で、すべての商人は、①仕訳帳（livre－journal）、②元帳（gra－
nd－livre）、③棚卸表（livre　d’inventaire）を保管しなけれぽならないことを規定されている。仕
訳帳と棚卸表は、商事裁判所の書記（greffier　du　tribunal　de　commerce）によって整理番号と締切
り線が付けられる。また、各帳簿は書記によって書き込まれる監査番号を受ける。このように、記述
情報諸表は、源泉元が確認されて、番号が打たれ、かつ日付が付けられる条件のもとで、帳簿として
の地位が得られる。なお、仕証帳には、企業財産に係わる取引の会計記録が記帳される。
　会計検証の場合、外部監査人は基礎的証拠書類と比較しながら、基本的会計記録の有効性を検査
し、要約諸表によって基礎的証拠書類を検証して、仕訳帳と計算書類によって把握される取引間の一
致を保証しなけれぽならない。しかしながら、会計が情報手段で保持されているので、証拠書類と仕
訳帳との間には困難な連結が存在する。したがって、一般に情報処理による取扱いについて、一定基
準の安全性を伴わなけれぽならないのは、企業自体が情報処理能力を有するからであり、優先的に
programに関するすべての操作を防止する規定を設けなけれぽならない。そこで、経験的に、基礎
書類の要約一覧表を再生するために、十分な構成要素を所有する必要性がでてくるのである5）。
　3　誠実性の原則
　（1）誠実性の意義
　PCG　1982は、誠実性を次のように規定する。「取引・結末および状態の現実（r6alit6）と重要
（importance）について会計責任者が通常もつはずの認識にもとついて現行規則および手続を誠実
（bonne　foi）に適用すること。」6）語源的にいえぽ、誠実性とは何が真実（vrai）であるかの質の問題
であり、質のある誠実性とは、ひとつの物であれば会計書類に適用し、またひとりの人間であれば会
計諸表を作成する会計担当者にも適用できる。
　このように、誠実性の原則に関して対立する2つの解釈が存在する。まず、主観性の質に関する解
釈は、会計担当者の行動を問題とする。すなわち、会計担当者が忠実かつ正直であり、現実をまった
くゆがめないことを心がけなけれぽならない。極限するなら、この第1の概念は、たとえ、会計諸表
がまったく能力がなくとも誠実である人間によって作成されるなら、この会計諸表は誠実でありうる
ことを意味する7）。次に、客観性の質に関する解釈は、会計諸表の質を問題とする。すなわち、会計
担当者の行動と独立して、より正確な会計諸表を提示しなければならないのは、会計が利用者に現実
の正確な写像（image　correcte　de　la　r6alit6）を与える誠実な情報を提供しなけれぽならないから
である8）。
　不幸にも、会計上の誠実性に関する法的、または法規上の定義が存在しないことである。しかしな
がら、誠実性の学説は、正確性と誠実性を混同せず、客観的概念を優先する傾向にある9）。
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　ところで、この客観的な解釈には、現在の会計技術を前提として、それらに依存する狭義説と現在
の会計技術の不完全ないし限界を勘案した広義説とがある。狭義説によると、計算書類は、現在の会
計技術を前提として、それに記載される諸項目が実存し、正しく評価されかつ正しく分類されている
場合には、誠実であると解されることになる。
　一方、広義説によると、計算書類は、会計技術の不完全ないし限界を斜酌して、現在の会計技術で
は明示しえないか、あるいは不完全なまたはあいまいな形でしか開示しえないような重要な事項（特
に投資家の意思決定に影響を及ぼすような事項）が補足的情報（脚注、説明など）により、明らかに
される場合にのみ誠実であると解されることになる。
　このような「客観的誠実性」に関する狭義説と広義説のうち、法的には、従来、狭義説が一般に採
用されていたといわれる。なお、この広義説によると、誠実な計算書は、①諸規則とその適用、②企
業の状況および③このようにして提示される計算書類についての（外部の第三者による）外的知覚
（perception　ext6rieur）（その内容が歪められて知覚されないように）などについての完全な認識
から生ずるとされ、したがって、現在の会計技術や会計規定が不完全なために、情報利用者の意思決
定が誤算されるおそれがある場合には、それに備えて、企業の財産および成果の現実を反映するため
の最も適当な方法が選択される必要があるといわれる10）。
　4　正規性と誠実性との関連
　伝統的フランス会計思考によると、正規性は規則準拠性の原則であり、誠実性は判断という人間行
為の正当化に役立つものである。会計の正規性は、有用な情報11）にとって必要条件であるが十分条件
でない理由は、「正規性」という用語が常に「誠実性」という用語によって補完されるからである12）。
実際に、財務諸表を作成する場合には、通常、正規性の原則に従うが、ある会計事実について妥当な
会計処理の原則または手続が存在しないときには誠実性の原則によって妥当と思われる会計処理の原
則または手続を選択・適用することができる。したがって、正規性の原則は、既存の諸規定がある場
合にはその適用基準を考えるのに対して、正規性の原則を適用することができない場合には誠実性の
原則が問題とされる。
　例えぽ、ある例外的な会計事実について、妥当な会計規則が存在せず、また存在していたとしても
詳細に定めていない場合には、会計担当者の判断が必要となり、誠実性の原則が正規性の原則に代わ
って適用される。つまり、誠実性の原則は、正規性を補足する役割を担うものとして理解されるエ3）。
　ところが、EC第4号指令第2条第3項の影響を受げて、フランス会計に「忠実な写像概念」が移
植されたことにより、正規性よりも誠実性の方が優先的に適用されることになった。単に会計規則に
準拠して財務諸表を作成しても「忠実な写像」を得られないこともありうるので、会計処理の原則ま
たは手続の妥当な選択とその結果を最もよく表示する方法を経営者および会計監査人が、自己の判
断に立脚して選んで行くことが求められるようになった。このようにして、企業の全体像を明らかに
しようとすることが、PCG　1982の精神であり、誠実性の原則は「忠実な写像」の考え方と一体化す
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るものである14）。要するに、企業の財産、財政状態および経営成果の「忠実な写像」を表すために
は、PCG　1982による会計規定にこだわらず、その時の状況判断によって、すぐれた会計処理の原則
または手続を自由に選択することが必要となる点を認識したのである15）。
　このように、「忠実な写像を表わすべし」との原則を目的命題にすえ、その達成のためには、PCG
1982の規定への準拠を意味する正規性とその誠実な適用を意味する誠実性の2つの要請を充足すべし
とする要請命題を設けている。すなわち、正規性と誠実性の要請を充足することが、「忠実な写像」
の表示につながることになり、EC第4号指令第2号第3項のいう「真実かつ公正な概観」の原則を
尊重する一方、フランス会計で伝統的に尊重されてきた正規性と誠実性の要請にもしかるべき位置を
与え、その遵守を要求しているのであるユ6）。
　注1）Plan　Comptable　g6n6ral，　Conseil　National　de　la　Comptabilit6，1983．　p．5．
　　2）　第228条（1983年4月30日の法律第83－353号により改正）
　　　①会計監査役は、年度計算書類が正確かつ誠実であり、経過営業年度の取引成果ならびに経過営業年度
　　　末における会社の財政状態および資産に対して「忠実な写豫」を与えることを証明する。
　　3）　中村宣一朗、「フラソス新会計基準の確定」、企業会計Vo132，　No　2，1980年2月、　p．56参照。
　　4）　Plan　Comptable　G6n6ral　op．　cit．，　p．5．
　　5）　De　La　VILLEGUERIN　Erik，“Dictionnaire　de　la　Comptabilit6”，　Publications　Fiduciaires，　Paris，
　　　1984，p．683．
　　6）　Plan　Comptable　G6n6ral，　op，　cit。，　p．5．
　　7）　COLASSE　Bernard，　op．　cit．，　p．158．
　　8）　PEROCHON　CIaude，“Pr6sentation　du　Plan　Comptable　Frangais”，　Foucher，　Paris，1983，　p．44．
　　9）　PEROCHON　CIaude，　op．　cit．，　p．44．
　　10）　森川八洲男、「フラソス公表会計制度の再編」、明大商学論叢第68巻第37号、1986年2月、p．58～59．
　　11）証券取引委員会（Commission　des　Op6rations　de　Bourse）は、　C．0．　B．の1971年2月号no．24で「有
　　　用な情報とは、会社の償却政策、経営価値の会計処理方法、ある貸方項目の潜在的税務費用、債務の支払
　　　期間、債権者に同意される保証、貸借対照表に記載されない契約等の影響を開示することである。」と述
　　　べている。
　　12）　De　La　VILLEGUERIN　Erik．　op，　cit．，　p．732．
　　13）河合秀敏、「EC第4号指令とimage　fid色1e」、税経セミナーVo128，　No　10385，1983年9月、　p．9．
　　14）RAFFEGEAU，　DUFILS，　GONZEALEZ，　ASHWORTH，“Audit　et　Contr61e　des　Comptes”，1979，
　　　p．9，河合秀敏訳参照。
　　15）　De　KERVILLER　Isabelle，“La　4さme　directive　europeenne　et　les　incidences　en　France”，　Revue
　　　Frangaise　de　Comptabilit6，1982，　p．439．
　　16）　中村宣一朗、op，　cit．，　p．56．
III　慎重性の原則
　1　慎重性の意義
　PCG　1982は伝統的なr慎重性の原則」を再び取り入れた。この伝統的な原則は国際的な特質をも
備えており、その設定は出資者（株主、債権者）および取引先（仕入先……）の保護を考慮した法的
解釈に基因する1）。
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　会計方法の恒常性（permapence　des　m6thodes）、会計年度の独立性（ind6pendance　des　ex・
ercices）、経営の継続性（continuit6　d’exploitation）、相対的重要性（importance　relative）、歴
史的原価（cofits　historiques）、慎重性（prudence）、相殺禁止（non－compensation）、正規性・誠
実性（r6gularit6　et　sinc6rit6）などの一般に認められている会計原則の間で、慎重性の原則が
Plan　comptableの中で最も基本的な原則と考えられており2）、次のように規定されている。「慎重
性とは、企業の財産および成果を悪化させる現在の不確実性を将来に持ち越す危険を避けるため、事
実を合理的に測定することである3）。」
　ところが、Plan　comptableの会計規定は、一般に公正妥当な会計慣行として認識されており、法
的強制力をもたないので、この会計規定の趣旨にそって制定された法律によって拘束力を有するので
ある。
　上述したPCG　1982の慎重性の原則について商法典第15条では、次のように規定している。「会計
年度の締切り日に実現した利益（b6n6fices　r6alis6s）のみを年度計算書類に計上できる。ただし、
取引活動の期間が1年を超え、その実現が確実であり、かつ取引活動の全体利益を確実に評価できる
ときには、部分的に実施した取引活動によって実現した利益もまた計上することができる。」すなわ
ち、増価（plus　value）は実現した場合のみ会計記録することができる。例えば、］0万フランの土地
に関する増価は、譲渡まで潜在的であり、代金の支払日にかかわらず、土地の販売によって実現され
る。その代わりに、減価（moins　value）は、会計年度末にほぼ確実になると直ちに会計処理するの
で、ましてや確実な場合には、すみやかに計上される。このように、慎重性の原則は、会計年度の成
果中に未実現利葦（gains　latents）が含まれることを禁止している。なぜならぽ、この未実現利益
は、現在のフランス経済制度のものでは一般に実現する保証が与えられていないからである。すなわ
ち、未実現利益を含む成果計算書には、企業の財政に不利な影響を及ぼす可能性があり、第一、企業
の存続の危険に際会することになれぽ、債権者のみでなく、多くの利害関係者に悪影響を与えること
になる。但し、経済的視点から捉えると不都合な均衡も、時として過度になる場合もあり、そうなら
ないという条件で第三者を保護する法的視点から、慎重な会計処理が妥当となる。
　なお、財務対策として、慎重性の原則が適用されると、過度の慎重主義になる。なぜならぽ、企業
が意識的に成果の過少表示をはかろうとするからであり、健全な企業経営を目指すものとは認められ
ない。このような慎重主義の適用結果が、秘密積立金の設定である。
　2　慎重性と経営継続性との関連
　商法典第14条で、年度計算書類の作成のため、「商人はいったん開始した企業活動を継続すると仮
定する。」と規定されている。
　第1項では、企業活動の継続性を次のように規定している。
　「年度計算書類は慎重性の原則を遵守しなければならない。
　利益の欠如または不十分な場合においてさえも、必要な償却および引当金繰入額を計上しなけれぽ
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ならない。
　当期または過年度に帰属する危険および費用は、たとえ当該危険および費用が貸借対照表の決算日
と作成日との期間だけに認識されようとも、勘酌しなけれぽならない。」
　このように、企業活動の継続性の原則は、慎重性の原則の遵守と密接に関連していることが理解さ
れる。つまり、慎重性の原則が単に債権者保護の必要性のために設けられているだけでなく、健全な
企業経営を目的としているのである4）。
　さらに、第2項で減価償却と引当金の設定について規定しているので、それは慎重性の原則と関連
している。慎重性の原則を遵守するということは、期間利益が実際に実現される利益のみによって計
上される方法により、必要な引当金（危険・費用引当金（provisions　pour　risques）、減価引当金
（provisions　pour　d6pr6ciation））、償却（amortissements）および未払費用（charges　a　payer）、
（または、その他の項目による財産目録の作成）を記録することであり5）、特に減価償却（amortis・
sements　pour　d6pr6ciation）は確実な減価であり、減価引当金は確実性の高い減価に関連すること
に注目する。同様に、危険・費用引当金は確実性の高い負債として分析されるので、引当金に備える
合計額が慎重性の原則の適用と関係しており、この合計額が会計年度の成果に含まれる未現実損失を
会計的に処理することを可能にする。
　このように、費用予見計算にあたって判断基準を提供するのが、慎重性の原則であり、予見計算を
なすぽあいには、過去の経験に基づき科学的に予測がなされるが、予見計算であるかぎりひとつの確
実数値が算出されることなく、予測数値は、生起可能な幅としてあらわれる。そして、この生起可能
な幅のなかから、ひとつの数値を選択するぽあいの選択基準こそが、利益の過大表示をさけようとす
る慎重性の原則である6）。
　3　慎重性の弾力化
　PCG　1982は慎重性の原則を明確に是認しながらも、　PCG　1957の規定と比較すると非常に僅か
ではあるが、この原則を緩めているかのように見うけられる。
　商法典第15条第2項の但し書で、長期の取引活動によって実現した部分収益の会計的処理を可能に
している。この可能性は改訂Plan　comptableよって用意され、提示される2つの条件、すなわち、
①確実な実現化②十分な確実性をもって（avec　une　s6curit6　suffisante）7）取引活動から生
ずる利益の総額を評価する可能性は、法律によって認められるようになった。このことは、厳格な方
法で適用されるべき慎重性の原則を放棄することになる。
　4　「忠実な写像」と慎重性との関連
　ひとつの会計事実について、A，　B，　Cという3つの会計処理の原則または手続が選択できると仮定
する。まず、企業の現実を忠実に表わすために会計担当者がA方法を選択・適用することが妥当であ
り、かつ慎重な判断により同じ方法を選択・適用するなら問題は生じない。ところが、忠実な写像の
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見地からA方法を選択・適用し、慎重性の原則によりB方法を選択・適用することが妥当である場合
には、どちらの方法を優先するのかが問題となる。そこで、第36回公認会計士・経理士協会全国大会
（366me　Congrさs　National　de　1’rdre　des　Experts　Comptables　et　des　Comptables　Agr66s）のと
きに発表された研究報告を参照する。「いずれにしても、ある会計原則ないし規則の放棄は、ひとつま
たはふたつ以上のその他の会計原則の適用では企業の現実を伝達することができないという有意性を
前にしてのみ予想し得るのである。そして、それに関連する情報（information　correspondante）
は利用者の大部分の人々にとって重要であり、かつ当該情報が同様に重要であるその他の情報を侵害
すべきでない。そこで、問題となる事象または状況は、規則の放棄を考えて制定したときに、この放
棄が予知できなかったことが必要である。要するに、予測される放棄は、慎重性の一般原則との矛盾
を招くようなことをしないのである。」
　このように、会計担当者は、ある会計原則の適用から生じる解決策を保護する方法で、その他の会
計原則の経済的範囲を制限する傾向にあり、「忠実な写像」をまず何よりも正規かつ慎重でなければ
ならない会計実践の強制としてよりも、むしろ望ましい目的として提示している。このような見解に
立つと、明確に、慎重性の原則の放棄を禁止することになり、会計担当者の法的保護の配慮が作成す
る一覧表を通して、企業についてできるだけ重要な写像を提供する配慮以上に重用視されているかの
ように思われる。
　この研究報告によると慎重性の原則が「忠実な写像」より優先するので、前述した「忠実な写像」
と慎重性との原則による判断が対立するという仮定のものでは、慎重な判断によるB方法が妥当な会
計処理として選択適用されることになる。しかしながら、C．　PEROCHON教授によると「忠実な写
像概念」は、総括的慎重性を損わずに特殊な慎重性の原則を放棄することができると述べており、そ
の例として外貨建取引の相殺処理を挙げている8）。
注1）PEROCHON　CIaude，　op．　cit．，　p．43．
　2）　De　La　VILLEGUERIN　Erik，　op．　cit．，　p．683．
　3）　Plan　comptable　g6n6ral，　op．　cit．，　p．5．
　4）　山口幸五郎、「EC会社法指令」、同文館、1984年5月、p．271．
　5）　De　La　VILLEGUERIN，　Erik．　op．　cit．，　p．684．
　6）　罵村剛雄、「体系財務諸表論」、税務経理協会、1982年12月、pp．144～145参照。
　7）仏和大辞典（白水社、1987年、p．2259）によるとsecurit6とは危険がないという主観的な安心であると
　　いう意である。
　8）　PEROCHON　Claude，　op．　cit．，　p．47．
IV　「忠実な写像」の枠組
　1　相対的重要性の原則
　相対的重要性は、PCG　1982の中で一般原則として明文化されていないが、その精神は、特に附属
明細書と関連して明白に読みとられる。附属明細書の記載事項については明確な表示がないが、次の
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ように規定されている。「附属明細書に記載する情報要素の提示は、当該要素がその他の書類・資料
と比較して有意性がある場合にのみ、必要である。」（但し、法的職務を除く）。ここで「有意」の概
念を明確に示すと、「財務諸表の受け手（destinataires　des　documents）が企業の財産、財政状態
および成果について判断を下す際に、その判断に影響を与えるすべての情報を開示すること。」とい
う意味になる。
　したがって、有意水準（seuil　de　signification）は、相対的であり、企業規模および特質を考慮
し、またある場合には状況をも加味すべきであり、このことは取締役、検査人（r6viseurs）による判
断、評価の問題となるが、一定（fuantum）していない1）。
　このように、相対的重要性の原則は、企業財産、財政状態および成果について財務諸表の受け手、
とりわけ株主、債権者の判断を誤らせないように重要性の高いものは明瞭表示しなけれぽならず、
「忠実な写像」の報告をささえる会計理論上の原則として開示をおこなうためのひとつの判断基準と
考えられる。ところが、相対的重要性の原則を積極的に解釈するならぽ、重要性の乏しいものは厳密
な会計処理をする必要がなく、会計は詳細に会計事実を追従しなくてもよいと理解される2）。
　すなわち、すべての会計事実の測定、表示について厳密に会計処理して企業の利害関係者に情報開
示することが企業の財産、財政状態および成果に関する判断材料として有用であるとは限らず、むし
ろ逆現象を招くおそれがある。要するに、「忠実な写像概念」とは、できるだけ正確に企業の現実を
描写することであるが、単にすべてをあるがままに描写することがこの概念の意図するところでな
く、企業の財産、財政状態および成果に関して利害関係者の判断に有用な情報を提供することを目的
とする。したがって、相対的に重要性の高いものを開示して、重要性の乏しいものを簡便な会計処理
方法に委ねることがむしろ「忠実な写像概念」に適合すると考えられる。
　なお、有意性の概念は、年度計算書類を作成するときに介入する場合が多く、特に次の3点が問題
となる。
　①附属明細書に記載する大部分の項目について
　②一般原則の適用・解決にっいて
　　（a）経営の継続性が貸借対照表・成果計算書に有意な影響を与える場合にのみ、当該原則が考慮
　　　されなけれぽならない。
　　（b）同様に、会計年度の独立性に関して会計年度の締切り後の後発事象について、当該原則が考
　　　慮されなけれぽならない。
　③評価について
　　　　例えぽ「準備営業活動」（sous・activit6）3）は貸借対照表・成果計算書に関して有意な影響を
　　　与える場合にのみ会計処理する。ところが、有意な影響の判断基準を規定することは非常に困
　　　難であり、C．　PEROCHON教授は、費用または収益額に及ぼす影響が10％から15％以下であ
　　　れぽ重要性がないと考えている4）。
　最後に、相対的または有意な概念は、取締役、検査人の判断を求めることにより、彼らの責任領域
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を増大させるかのように見うけられるが、視点を変えてみると、この概念は取締役・検査人の責任を
制限している。すなわち、ときとして、取締役、専門家は、会計事項、状況の記入または斜酌の欠如
を正当化するための原則として、有意な概念を適用している。
　2　目　的
　今日の意義において、「忠実な写像」の把握は企業の「現実」（r6alit6）に基づいて成り立っている。
しかしながら、「忠実な写像」と現実との同化には、次の3つの限界を認識すべきである。
　①貸借対照表の「忠実な写像」と成果計算書の「忠実な写像」との獲得間に常に会計が存在して
いるとはいえない。だからこそ、選択権を実行すべきであり、附属明細書にこの選択内容を明確に記
載すべきである。
　②企業が単一の会計次元で分類されえないので、企業の「忠実な写像」は、年度計算書類による
企業の「全体」を把握または識別するための十分な条件ではありえない。
　③企業の「現実的」（r661）、「現実」（r6alit6）のようなすべてのものは、自然現象の観察（sp6・
culation）に属しており、経済学、法律学、社会学、生態学等の学問と関連する5）。
　要するに、会計、すなわち財務諸表は計数化されうる測定方法で、その技術的側面のみを取扱いう
るので、「忠実な写像」を現実と同化するには問題が残されている。しかし、その補強の意味で、PCG
1982は基本体系の附属明細書に28項目の情報開示を要請し、その内には相対的重要性のある非計数項
目も含まれている。
　3　「忠実な写像」の検証
　「忠実な写像」は新たに追加された会計原則ではなく、会計諸原則の収敷（convergence　des　pr－
incipes）であり、当該諸原則の目的（finalit6）を認識することである。この概念は、まったくの例
外な場合においてPCG　1982に定められた諸原則および諸規則の放棄を指示するのである。しかし
ながら、この概念は計数的または非計数的な要素から構成される総括情報を附属明細書に補足するこ
とによって、制度的な役割を果たす。次の図式は「忠実な写像」の検証過程を示しており、順序1、
2、3、4（iiまたはiii）の反復過程を描いている6）。
　ここで、会計処理の原則または手続を放棄する3つの具体的な例を考えてみることにする。
　①棚卸資産の評価：会計方法の変更
　貸借対照表にとって重要な企業の棚卸資産は、前年度の貸借対照表において、棚卸期間中（この際、
当該棚資産の平均流出期間を2か月とする）加重平均原価で評価する。最後の2か月間の平均流入原
価は100フランであるが、期末棚卸資産は、最後の15日以内に150フランの流入材料のみによって構成
される。なお、この上昇した原価は回復する見込みがない。そこで、「忠実な写像」を与えるために、
会計処理の原則または手続の放棄が要請されるから、期末棚卸資産を100フランでなく150フランで評
価する。
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会計処理の原則
または手続
財務諸表の作成
　貸借対照表
　成果計算書　　　　説明
　附属明細書　　　　補足
　　　　　　　iii．放棄
忠実な
写像？
（順序1．2．3．4（ii．　i［1））
i．説明
ii．補足
iil．放棄
　②外貸建取引による債権および債務
　12月31日（決算期末日）にドルによるX債権が1，000万フランの増加差額、ペセタによるY債権が
60万フランの減少差額を仮定する。「忠実な写像」による相殺は成果計算書のように貸借対照表にお
いても可能であるが、次の3つの条件を必要とする。
　（a）　2つの満期日が離れすぎていないこと（例えぽ勘定締切り後、1、2ヵ月以内）。
　（b）計算書類の決算日と作成日との期間中の為替相場（cours　de　change）が当期末の差異を立証
　　すること。
　（c）貸借対照表および成果計算書について実施された修正は、有意義であり、より「忠実な写像」
を供与する性格を有すること。
　③　評　価
　宝石製造業が金の棚卸資産を数年間保有している場合には、この棚卸資産を歴史的原価でなく、現
在価値で評価する。なぜならぽ、通常、この業種の流出期間を3ヵ月とするからである。歴史的原価
の放棄により、計算書類の外部利用者が疑いをもたないような相当な増加額を提示することになる。
なお、外部利用者は、貸借対照表の当該棚卸資産が一般に3か月前からの仕入れであることを認識し
ているものと仮定する。
注1）PEROCHON　CIaude，　op．　cit．，　p．38．
　2）　De　La　VILLEGUERIN　Erik，　op．　cit．，　p．480．
　3）例えぽ、ある製品を販売する場合、当該製品を販売するための準備活動をsous・activit6と解するe－
　4）　PEROCHON　CIaude，　op．　cit．，　p，38．
　5）CLAVERANNE　Jean－Pier・e，　DARNE　Jacky，“（bmpt・bilit6・t　E・trep・i・e”，　E。。n。mica，　P。。i，，
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　1983，pp．15～16．
6）　PEROCHON　Claude，　op．　cit．，　p．48～49を参照し、一部修正した。
V　む　す　び
　「忠実な写像概念」を写真構造と結びつけて分析することにする。写真機は対象物を撮り、film
を現像して写真を作成する。そこで、対象物が企業の現実、filmが会計処理の原則または手続、写
真が貸借対照表・成果計算書に相当することになる。写真家（会計担当者）は現実に存在する対象物
（企業の現実）を撮り、現像した後、この映像が対象物（企業の現実）の「忠実な写像」を表わして
いるのか検査する必要がある。
　（1）社会的秩序を示す基準
　写真家（会計担当者）は、常に現実に存在する対象物（企業の現実）を忠実に写像することを心掛
けるべきであり、その概念は写真活動（社会経済的活動）において準拠すべき最高規範である。「忠
実な写像」とは、現実に存在する実体をあるがままに写し出すことであり、その目的達成のために
filmの性能（会計処理の原則または手続の精緻化）、現像技術（範記的技術）を整備しておく必要が
ある。
　なお、相対的重要性により、現像された写真（貸借対照表・成果計算書）の一部を拡大（附属明細
表）することによって、より鮮明に「忠実な写像」を表わすことに貢献する。また、逆に映像が子細
すぎて、対象物（企業の現実）の概観を捕えにくい場合には、簡便な処理方法に委ねられる。
　（2）代替的規定の選択判断の基準
　film（会計処理の原則または手続）、現像技術　（簿記的技術）は「忠実な写像」を表わすために整
備されたものであるから、写真家（会計担当者）がこれらを使用して対象物（企業の現実）を撮り、
現像した写真（貸借対照表・成果計算書）は、通常、「忠実な写像」を表わすことになる。
　ところが、ひとつの対象物（企業の現実）についてふたつ以上のfilm（会計処理の原則または手
続）が存在する場合には、写真家（会計担当者）はその中からひとつのfilm（会計処理の原則また
は手続）を選択すべきである。その選択判断の基準は誠実性、すなわち正確性に準拠するが、さら
に、慎重性の原則をも尊重しなけれぽならない。第36回公認会計士・経理士協会全国大会において、
「会計処理の原則または手続の放棄は、慎重性の一般原則との矛盾を招くようなことはしない。」と
研究報告している。この研究報告書によると、いっさいの慎重性の原則の放棄を禁止すると解釈され
る。すなわち、客観的誠実性より慎重性の原則が上位にあり、企業活動の継続性を重要視している現
れである。ところが、C．　PEROCHON教授は、総括的慎重性を損なわずに・特殊な慎重性の原則の
一部を放棄できると主張している。
　（3）会計規定の適正性判断の基準
　「忠実な写像」を表わすために用意されたfilm（PCG　1982によって規定されている会計原則）を
使用して撮った写真（貸借対照表・成果計算計）では、映像検査（忠実な写像の検査）の結果、不適
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性と判断されたとき、film（会計処理の原則または手続）の補足か、または放棄が考えられる。
　①film（会計処理の原則または手続）の補足
　写真機はすべての対象物（企業の現実）を撮ることができず、現像できるもの（計数化情報）とで
きないもの（非計数化情報）とが存在する。ところが、現像できないもの（非計数化情報）も対象物
（企業の現実性）を理解するために有用である場合には、文書による補足的説明を付け加える必要が
ある。
　なお・ひとつの対象物（企業の現実）について、ふたつ以上のfilm（会計処理の原則または手続）
が存在する場合には、その中からひとつを選択する理由を記載すべきであり、いったん採用したfilm
（会計処理の原則または手続）は、写真の比較（同一企業の期間比較と企業間の比較）を確保するた
めに相当な変更理由がない場合には、継続して適用するべきである。なぜならぽ、写真の観賞者（財
務諸表の受け手）が対象物の実体（企業の財産、財政状態および成果）を把握するために、補足的説
明が有用であるからである。
　②film（会計処理の原則または手続）の放棄
　「忠実な写像」を表わすためにあらかじめ用意されたfilm（会計処理の原則または手続）を使用
して撮った写真（貸借対照表・成果計算書）を映縁検査（忠実な写豫の検査）したところ、この写真
（貸借対照表・成果計算書）が「忠実な写像」を表わさないと判断された場合には、使用したfilm
（会計処理の原則または手続）を放棄して、別のfilm（会計処理の原則または手続）を使用しなけ
れぽならない。
　なぜならぽ、特殊な状況、特別な事由により、あらかじめ用意されたfilm（会計処理の原則また
は手続）では、「忠実な写像」を表わせないからであり、その場合にはその旨を附属明細書に記載す
べきである。
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